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はずだ。ひとつは、スケールを追求することで

低コスト部品の提供を実現する「メタルスミス

（いわば世界の部品屋）」。もうひとつは、さまざ

まな産業を跨いで「部品」を繋ぎ、消費者視点

でビジネスを展開する「グリッドマスター」だ。

一部の自動車メーカーはサプライヤーに成り

下がるだろう。どちらの領域においても、生き

残るのは合従連衡を経た強者のみだ。

意思決定しないリスク

これまで見てきたように、自動車業界は

今まさに変革期にある。異業種からの参入

プレーヤーたちも、伸張した時価総額とキャッ

シュを武器に新たな商機を探る。こうした

端境期にあって、自社のビジネスモデルをどの

ように再構築するのが正解なのだろうか。先の

読めないマーケットに対して投資意思決定を

するのは難しい。とくに、変化のスピードが

速く、かつデファクトスタンダードが定まって

いない現状においては、静観を決めこむ企業

が増えるのも納得できる。

しかしながら、「今ではない」を重要な意思

決定と認めつつも、機を逸することで被る

損失はときに致命傷となりかねないことは、

これまで製造業が直面してきた歴史を見れば

Close-up 1

「100年に一度の大変革期」 － 自動車業界が直面する変化はこんな言葉で形容される。その

技術的・産業的特質から参入障壁が高いとされてきた自動車産業に、スタートアップを含めた

新興勢力・異業種からのプレーヤーが押し寄せ、業界はたしかに大きな変容を遂げようとして

いる。異業種企業との連携によって新たな付加価値が生まれているこの創成期に、生き残りを

かけた「新しい自動車業界」における競争の本質を探ることは、とても重要な意味を持つ。

自動車業界は
グリッドマスターの夢を見るか？
文 ＝  井口 耕一／パートナー

激動する自動車業界 
- これまでの進化の延長線上に未来はない

CASE（Connected, Autonomous, Services, 

Electric）の出現により、自動車業界は大きな

変革期を迎えた。異業種からの新規参入者に

加え、既存プレーヤーの再編も加速している。

「E」である電動化を例にとれば、複雑なパワー

トレーンは必要なくなり、モジュラー設計は

コモディティー化を促進する。デジタル化に

よりパネルやミラーなどはその形態を変え、

軽量化に伴う非鉄化は素材メーカーにも大

きな改革を促す。こうした変化の波は、あらゆ

る部材に関するサプライチェーンの上流にま

で波及している。

サプライチェーンの下流においては、車両や

交通状況から取得する移動に付随するデジタ

ルデータによって、車両セグメントを含めた消

費者のニーズが明確になりつつある。ある都市

では、故障に至る前にメンテナンスを促すアプ

リケーションを搭載した往復50kmの走行が

可能な70万円の小型電動Mobilityがもっとも

求められている、といった具合だ。データに

基づいたこのようなニーズの掌握は、自ずと

自動車メーカーが経営資源を投入すべき「車

両セグメント」を規定する。

また、自動車とユーザーが生成する高度道

路交通システムデータやインフォテイメント

データは、モノづくりを変えるばかりでなく、

新しい収益の源泉にもなる。データは消費者

の生活そのものであるため、ビジネス自体も

国や地域における消費者の生活習慣に応じ

て独自の進化を遂げる。モノづくりやビジネス

モデルの拡張をエリアに応じて最適化すれば、

いきおい地場に密着した地産地消が必要とな

る。ゆえに自動車メーカーも否応無しに真の

意味でのグローバル化を余儀なくされる。

100兆円の新しいマーケット
- モビリティー社会の到来

一方で、データに基づいたニーズを突き詰

めることで開発されたモノは、コモディティー

化をさらに加速させる。求められる機能と

デザインを追求した結果、エンブレムを入れ

替えればどこのメーカーのものか判別できな

いクルマが町に溢れる。モノづくり領域だけで

は差別化要素は限界を迎え、収益モデルに

変化をもたらすことになる。コモディティー化

により所有する意欲は削がれ、クルマは単なる

移動の「手段」と捉えられるようになるからだ。

われわれが、A地点からB地点への移動を

完結させるときには、自家用車、飛行機、電車、

バス、バイク、自転車、徒歩などの手段を組み

合わせる。こうした日常を、消費者が求める

「経験」という観点で見れば、低コストかつ短

時間での移動、複数の輸送手段を跨いだ際の

シームレスな決済、エネルギー補充の利便性、

などが求められる。特に、移動弱者を抱える

過疎地域や交通渋滞が深刻な都市部におい

ては、「ラストワンマイル」ニーズの充足手段は

欠かせない。

生活圏における最適なルートと移動手段の

在り方が、たとえばアルゴリズムによりリアル

タイムでルート設計を行う乗合いバスによっ

て提案される。自家用車で最寄り駅まで行っ

て電車に乗り換えるようなパークアンドライド

通勤をしている個人にとって、それがより快適

かつ低コストで移動できるものならば、クルマ

の所有自体を見直すきっかけになる。人や

モノの移動に関するニーズをきめ細やかに

充足することで、「所有」の概念は変わって

いくだろう。

データが可能とする新しい収益モデルの

創出やMobility社会の実現は、一社の力で

どうにかなるものではない。業界内での仲間

づくりに加え、業界を跨いだ「クロスセクター」

の活動が必須となる。ITジャイアントによって

経験値を蓄積している米国、国や自治体を

挙げてMobility革命を推し進める欧州諸国、

積極的に規制改革をリードする中国などに

比して、周回遅れと言える日本。デファクトスタ

ンダード戦争に敗れてきた歴史と同じ轍を

踏んではならない。

IoT端末としてのクルマ

こうしたMobilityの「エコシステム構築」と

もいうべき変革と再編の中で、自動車業界は

どのように立ち振る舞うべきであろうか。目下、

多くの自動車メーカー／サプライヤーが「モビリ

ティーカンパニー」への変革を謳い、変化に対

応すべく活動している。しかしながら、ビジネス

モデルが転換点を迎えようとしているなか、依

然として「メーカー」のポジションから脱却しき

れていない企業も多い。一部のTier1サプライ

ヤーが持つ危機感には独特の「緩さ」もある。

ところで、「C」で表される「Connected car」

という概念は、クルマという高度な工業製品が

インターネットに繋がることで「より便利に

なる」という響きを伴う。これは、かつて携帯

電話がインターネットに繋がって、電話に

「新しい機能が追加される」という文脈と似て

いる。現在のクルマはまさに芸術の域にまで

昇華された総合ロボットであり、外にあるネット

ワークに繋がることでさまざまな付加価値が

提供されるようになる、というメッセージだ。

残念なことに、現在の自動車業界の中枢に

いる経営層の一部は、ウェブ／デジタル企業や、

モバイル／テック企業のビジネスモデルを熟知

していない。先進国の新車はすべてインター

ネットに繋がり2030年までに10億台を超える

新たな「動く大きなスマホ」ネットワークが

構築される。この基盤でどのようなビジネス

が展開可能なのか。

TVや音楽業界がデジタル企業に飲み込ま

れた経緯と教訓を踏まえ、クルマを「IoT端末」

として捉える発想が必要である。自動車販売

は、その一部でしかない。

メタルスミスとグリッドマスター

さらに、この10年間で自動車メーカーとサプ

ライヤーが相対的に失ったポジショニングを

直視すべきである。もはや自動車業界は、

「買収される側にある」という認識を持つことが

必要だろう。たとえば、2018年時点において、

ウェブ／デジタル企業の保有キャッシュは、

自動車メーカー／サプライヤーの4.9倍にも

達する。時価総額では10倍だ。わずか10年で、

自動車メーカーとサプライヤーはMobility

エコシステムにおける王者のポジションから

すっかり陥落してしまった。

もちろん、既存の自動車業界がモノづくり

においてその優位性を失ったわけではない。

さらに、先読みに長け、伝統的ビジネスに安

住しなかった経営者たちは、こうした変化に

対する備えを怠ってはいない。欧州系の一部

のサプライヤーは、Mobility社会を見越した

技術ベンチャーへの投資、地産地消を見越し

た地場メーカーの買収、デファクトプラット

フォーム構築のための異業種企業との提携

など、着々と進めている。日本企業はここでも、

出遅れた状況だ。

数十年後、Mobilityの世界が実現したとき、

自動車産業のプレーヤーは二分されている

自明だ。M&Aの世界でも、「買収する

リスク」よりも「買収しないことのリスク」

が喧伝されるようになった。しかるべき

タイミングで投資をしないこと自体が、

将来的に大きなリスクとなりえると

いうことだ。Now or never（やるなら今、

さもないと機会は二度と来ない）と心

得るべきだろう。

将来を正確に読むのは困難である

が、思いがけず早期に到来するであろう

Mobility社会において、「M&Aが経営

の必須科目になる」のは確かである。

これまで数多くの日本企業のM&Aを

サポートしてきた立場から言えば、歴史

的に枠組みが強かった業界ほど、異業

種とのM&Aが不得手だ。日本の基幹

産業である自動車産業には、過去の

成功体験に固執することなく、これか

らもすそ野の広い幾多の産業をリード

してほしい、そんな期待を込めたエール

を送りたい。
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エコシステムにおける王者のポジションから

すっかり陥落してしまった。

もちろん、既存の自動車業界がモノづくり

においてその優位性を失ったわけではない。

さらに、先読みに長け、伝統的ビジネスに安

住しなかった経営者たちは、こうした変化に

対する備えを怠ってはいない。欧州系の一部

のサプライヤーは、Mobility社会を見越した

技術ベンチャーへの投資、地産地消を見越し

た地場メーカーの買収、デファクトプラット

フォーム構築のための異業種企業との提携

など、着々と進めている。日本企業はここでも、

出遅れた状況だ。

数十年後、Mobilityの世界が実現したとき、

自動車産業のプレーヤーは二分されている

何屋として生き残るのか？

SF映画に出てくるような未来の社会を想像
することはとてもエキサイティングだ。
大雨の降る中、家の前までライドシェアの

リムジンを呼べば、靴を濡らしながらの通勤や
通学は必要ない。自宅前の大通りの交差点に
乗合バスを呼べば、通勤ラッシュの公共交通
機関の混雑を我慢しなくて済む。あるいは、
家族を送迎するために会社を早退して自家用
車を運転する手間はなくなる。しかも、こうした
移動は、自動運転技術の進展によってこれまで
の手段とは比較にならないほど低価格で実現
できるようになる。米国の主要都市における
ウーバーの待ち時間の平均は6分程度だ。
「早い」「安い」は既に消費者の手中にある。
残る「旨い」によって今後、差別化が図られて
いくことになるだろう。

SF映画の世界の実現に向けて、日本の自動
車産業はどのような役割を演じることができ
るのか。トヨタとソフトバンクのJ Vは必然の
流れであるが、企業文化、意思決定プロセス／
スピードが異なる異業種間のJVに課題は多い。
あらゆる技術分野でデファクトスタンダードが
定まっていない状況のなか、彼らは「何屋」を
目指すのか。 － 「世界の部品屋」に陥らない
ための取り組みが必要とされている。

自明だ。M&Aの世界でも、「買収する

リスク」よりも「買収しないことのリスク」

が喧伝されるようになった。しかるべき

タイミングで投資をしないこと自体が、

将来的に大きなリスクとなりえると

いうことだ。Now or never（やるなら今、

さもないと機会は二度と来ない）と心

得るべきだろう。

将来を正確に読むのは困難である

が、思いがけず早期に到来するであろう

Mobility社会において、「M&Aが経営

の必須科目になる」のは確かである。

これまで数多くの日本企業のM&Aを

サポートしてきた立場から言えば、歴史

的に枠組みが強かった業界ほど、異業

種とのM&Aが不得手だ。日本の基幹

産業である自動車産業には、過去の

成功体験に固執することなく、これか

らもすそ野の広い幾多の産業をリード

してほしい、そんな期待を込めたエール

を送りたい。

C O L U M N
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ウェブ／デジタル企業
851億ドル

サプライヤー
724億ドル

自動車メーカー
2,650億ドル

モバイル／テック企業
1,252億ドル

ウェブ／デジタル企業
3,865億ドル

自動車メーカー
3,523億ドル

サプライヤー
793億ドル

モバイル／テック企業
2,510億ドル

はずだ。ひとつは、スケールを追求することで

低コスト部品の提供を実現する「メタルスミス

（いわば世界の部品屋）」。もうひとつは、さまざ

まな産業を跨いで「部品」を繋ぎ、消費者視点

でビジネスを展開する「グリッドマスター」だ。

一部の自動車メーカーはサプライヤーに成り

下がるだろう。どちらの領域においても、生き

残るのは合従連衡を経た強者のみだ。

意思決定しないリスク

これまで見てきたように、自動車業界は

今まさに変革期にある。異業種からの参入

プレーヤーたちも、伸張した時価総額とキャッ

シュを武器に新たな商機を探る。こうした

端境期にあって、自社のビジネスモデルをどの

ように再構築するのが正解なのだろうか。先の

読めないマーケットに対して投資意思決定を

するのは難しい。とくに、変化のスピードが

速く、かつデファクトスタンダードが定まって

いない現状においては、静観を決めこむ企業

が増えるのも納得できる。

しかしながら、「今ではない」を重要な意思

決定と認めつつも、機を逸することで被る

損失はときに致命傷となりかねないことは、

これまで製造業が直面してきた歴史を見れば

激動する自動車業界 
- これまでの進化の延長線上に未来はない

CASE（Connected, Autonomous, Services, 

Electric）の出現により、自動車業界は大きな

変革期を迎えた。異業種からの新規参入者に

加え、既存プレーヤーの再編も加速している。

「E」である電動化を例にとれば、複雑なパワー

トレーンは必要なくなり、モジュラー設計は

コモディティー化を促進する。デジタル化に

よりパネルやミラーなどはその形態を変え、

軽量化に伴う非鉄化は素材メーカーにも大

きな改革を促す。こうした変化の波は、あらゆ

る部材に関するサプライチェーンの上流にま

で波及している。

サプライチェーンの下流においては、車両や

交通状況から取得する移動に付随するデジタ

ルデータによって、車両セグメントを含めた消

費者のニーズが明確になりつつある。ある都市

では、故障に至る前にメンテナンスを促すアプ

リケーションを搭載した往復50kmの走行が

可能な70万円の小型電動Mobilityがもっとも

求められている、といった具合だ。データに

基づいたこのようなニーズの掌握は、自ずと

自動車メーカーが経営資源を投入すべき「車

両セグメント」を規定する。

また、自動車とユーザーが生成する高度道

路交通システムデータやインフォテイメント

データは、モノづくりを変えるばかりでなく、

新しい収益の源泉にもなる。データは消費者

の生活そのものであるため、ビジネス自体も

国や地域における消費者の生活習慣に応じ

て独自の進化を遂げる。モノづくりやビジネス

モデルの拡張をエリアに応じて最適化すれば、

いきおい地場に密着した地産地消が必要とな

る。ゆえに自動車メーカーも否応無しに真の

意味でのグローバル化を余儀なくされる。

100兆円の新しいマーケット
- モビリティー社会の到来

一方で、データに基づいたニーズを突き詰

めることで開発されたモノは、コモディティー

化をさらに加速させる。求められる機能と

デザインを追求した結果、エンブレムを入れ

替えればどこのメーカーのものか判別できな

いクルマが町に溢れる。モノづくり領域だけで

は差別化要素は限界を迎え、収益モデルに

変化をもたらすことになる。コモディティー化

により所有する意欲は削がれ、クルマは単なる

移動の「手段」と捉えられるようになるからだ。

われわれが、A地点からB地点への移動を

完結させるときには、自家用車、飛行機、電車、

バス、バイク、自転車、徒歩などの手段を組み

合わせる。こうした日常を、消費者が求める

「経験」という観点で見れば、低コストかつ短

時間での移動、複数の輸送手段を跨いだ際の

シームレスな決済、エネルギー補充の利便性、

などが求められる。特に、移動弱者を抱える

過疎地域や交通渋滞が深刻な都市部におい

ては、「ラストワンマイル」ニーズの充足手段は

欠かせない。

生活圏における最適なルートと移動手段の

在り方が、たとえばアルゴリズムによりリアル

タイムでルート設計を行う乗合いバスによっ

て提案される。自家用車で最寄り駅まで行っ

て電車に乗り換えるようなパークアンドライド

通勤をしている個人にとって、それがより快適

かつ低コストで移動できるものならば、クルマ

の所有自体を見直すきっかけになる。人や

モノの移動に関するニーズをきめ細やかに

充足することで、「所有」の概念は変わって

いくだろう。

データが可能とする新しい収益モデルの

創出やMobility社会の実現は、一社の力で

どうにかなるものではない。業界内での仲間

づくりに加え、業界を跨いだ「クロスセクター」

の活動が必須となる。ITジャイアントによって

経験値を蓄積している米国、国や自治体を

挙げてMobility革命を推し進める欧州諸国、

積極的に規制改革をリードする中国などに

比して、周回遅れと言える日本。デファクトスタ

ンダード戦争に敗れてきた歴史と同じ轍を

踏んではならない。

IoT端末としてのクルマ

こうしたMobilityの「エコシステム構築」と

もいうべき変革と再編の中で、自動車業界は

どのように立ち振る舞うべきであろうか。目下、

多くの自動車メーカー／サプライヤーが「モビリ

ティーカンパニー」への変革を謳い、変化に対

応すべく活動している。しかしながら、ビジネス

モデルが転換点を迎えようとしているなか、依

然として「メーカー」のポジションから脱却しき

れていない企業も多い。一部のTier1サプライ

ヤーが持つ危機感には独特の「緩さ」もある。

ところで、「C」で表される「Connected car」

という概念は、クルマという高度な工業製品が

インターネットに繋がることで「より便利に

なる」という響きを伴う。これは、かつて携帯

電話がインターネットに繋がって、電話に

「新しい機能が追加される」という文脈と似て

いる。現在のクルマはまさに芸術の域にまで

昇華された総合ロボットであり、外にあるネット

ワークに繋がることでさまざまな付加価値が

提供されるようになる、というメッセージだ。

残念なことに、現在の自動車業界の中枢に

いる経営層の一部は、ウェブ／デジタル企業や、

モバイル／テック企業のビジネスモデルを熟知

していない。先進国の新車はすべてインター

ネットに繋がり2030年までに10億台を超える

新たな「動く大きなスマホ」ネットワークが

構築される。この基盤でどのようなビジネス

が展開可能なのか。

TVや音楽業界がデジタル企業に飲み込ま

れた経緯と教訓を踏まえ、クルマを「IoT端末」

として捉える発想が必要である。自動車販売

は、その一部でしかない。

メタルスミスとグリッドマスター

さらに、この10年間で自動車メーカーとサプ

ライヤーが相対的に失ったポジショニングを

直視すべきである。もはや自動車業界は、

「買収される側にある」という認識を持つことが

必要だろう。たとえば、2018年時点において、

ウェブ／デジタル企業の保有キャッシュは、

自動車メーカー／サプライヤーの4.9倍にも

達する。時価総額では10倍だ。わずか10年で、

自動車メーカーとサプライヤーはMobility

エコシステムにおける王者のポジションから

すっかり陥落してしまった。

もちろん、既存の自動車業界がモノづくり

においてその優位性を失ったわけではない。

さらに、先読みに長け、伝統的ビジネスに安

住しなかった経営者たちは、こうした変化に

対する備えを怠ってはいない。欧州系の一部

のサプライヤーは、Mobility社会を見越した

技術ベンチャーへの投資、地産地消を見越し

た地場メーカーの買収、デファクトプラット

フォーム構築のための異業種企業との提携

など、着々と進めている。日本企業はここでも、

出遅れた状況だ。

数十年後、Mobilityの世界が実現したとき、

自動車産業のプレーヤーは二分されている

強まるデジタル企業の存在感

エコシステムにおける時価総額の変化

ウェブ／デジタル企業
5,605億ドル

2010年 2018年 2010年 2018年

サプライヤー
2,400億ドル

自動車メーカー
7,207億ドル

モバイル／テック企業
6,841億ドル

エコシステムのキャッシュポジションの変化

自明だ。M&Aの世界でも、「買収する

リスク」よりも「買収しないことのリスク」

が喧伝されるようになった。しかるべき

タイミングで投資をしないこと自体が、

将来的に大きなリスクとなりえると

いうことだ。Now or never（やるなら今、

さもないと機会は二度と来ない）と心

得るべきだろう。

将来を正確に読むのは困難である

が、思いがけず早期に到来するであろう

Mobility社会において、「M&Aが経営

の必須科目になる」のは確かである。

これまで数多くの日本企業のM&Aを

サポートしてきた立場から言えば、歴史

的に枠組みが強かった業界ほど、異業

種とのM&Aが不得手だ。日本の基幹

産業である自動車産業には、過去の

成功体験に固執することなく、これか

らもすそ野の広い幾多の産業をリード

してほしい、そんな期待を込めたエール

を送りたい。

ウェブ／デジタル企業
3兆7,045億ドル

自動車メーカー
8,420億ドル

サプライヤー
3,593億ドル

モバイル／テック企業
1兆7,212億ドル

25%

31%

33% 11%

16%

23%

48% 13%

36%

23%

7% 33%

56%

26%

5% 13%

Source：KPMG分析
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はずだ。ひとつは、スケールを追求することで

低コスト部品の提供を実現する「メタルスミス

（いわば世界の部品屋）」。もうひとつは、さまざ

まな産業を跨いで「部品」を繋ぎ、消費者視点

でビジネスを展開する「グリッドマスター」だ。

一部の自動車メーカーはサプライヤーに成り

下がるだろう。どちらの領域においても、生き

残るのは合従連衡を経た強者のみだ。

意思決定しないリスク

これまで見てきたように、自動車業界は

今まさに変革期にある。異業種からの参入

プレーヤーたちも、伸張した時価総額とキャッ

シュを武器に新たな商機を探る。こうした

端境期にあって、自社のビジネスモデルをどの

ように再構築するのが正解なのだろうか。先の

読めないマーケットに対して投資意思決定を

するのは難しい。とくに、変化のスピードが

速く、かつデファクトスタンダードが定まって

いない現状においては、静観を決めこむ企業

が増えるのも納得できる。

しかしながら、「今ではない」を重要な意思

決定と認めつつも、機を逸することで被る

損失はときに致命傷となりかねないことは、

これまで製造業が直面してきた歴史を見れば

激動する自動車業界 
- これまでの進化の延長線上に未来はない

CASE（Connected, Autonomous, Services, 

Electric）の出現により、自動車業界は大きな

変革期を迎えた。異業種からの新規参入者に

加え、既存プレーヤーの再編も加速している。

「E」である電動化を例にとれば、複雑なパワー

トレーンは必要なくなり、モジュラー設計は

コモディティー化を促進する。デジタル化に

よりパネルやミラーなどはその形態を変え、

軽量化に伴う非鉄化は素材メーカーにも大

きな改革を促す。こうした変化の波は、あらゆ

る部材に関するサプライチェーンの上流にま

で波及している。

サプライチェーンの下流においては、車両や

交通状況から取得する移動に付随するデジタ

ルデータによって、車両セグメントを含めた消

費者のニーズが明確になりつつある。ある都市

では、故障に至る前にメンテナンスを促すアプ

リケーションを搭載した往復50kmの走行が

可能な70万円の小型電動Mobilityがもっとも

求められている、といった具合だ。データに

基づいたこのようなニーズの掌握は、自ずと

自動車メーカーが経営資源を投入すべき「車

両セグメント」を規定する。

また、自動車とユーザーが生成する高度道

路交通システムデータやインフォテイメント

データは、モノづくりを変えるばかりでなく、

新しい収益の源泉にもなる。データは消費者

の生活そのものであるため、ビジネス自体も

国や地域における消費者の生活習慣に応じ

て独自の進化を遂げる。モノづくりやビジネス

モデルの拡張をエリアに応じて最適化すれば、

いきおい地場に密着した地産地消が必要とな

る。ゆえに自動車メーカーも否応無しに真の

意味でのグローバル化を余儀なくされる。

100兆円の新しいマーケット
- モビリティー社会の到来

一方で、データに基づいたニーズを突き詰

めることで開発されたモノは、コモディティー

化をさらに加速させる。求められる機能と

デザインを追求した結果、エンブレムを入れ

替えればどこのメーカーのものか判別できな

いクルマが町に溢れる。モノづくり領域だけで

は差別化要素は限界を迎え、収益モデルに

変化をもたらすことになる。コモディティー化

により所有する意欲は削がれ、クルマは単なる

移動の「手段」と捉えられるようになるからだ。

われわれが、A地点からB地点への移動を

完結させるときには、自家用車、飛行機、電車、

バス、バイク、自転車、徒歩などの手段を組み

合わせる。こうした日常を、消費者が求める

「経験」という観点で見れば、低コストかつ短

時間での移動、複数の輸送手段を跨いだ際の

シームレスな決済、エネルギー補充の利便性、

などが求められる。特に、移動弱者を抱える

過疎地域や交通渋滞が深刻な都市部におい

ては、「ラストワンマイル」ニーズの充足手段は

欠かせない。

生活圏における最適なルートと移動手段の

在り方が、たとえばアルゴリズムによりリアル

タイムでルート設計を行う乗合いバスによっ

て提案される。自家用車で最寄り駅まで行っ

て電車に乗り換えるようなパークアンドライド

通勤をしている個人にとって、それがより快適

かつ低コストで移動できるものならば、クルマ

の所有自体を見直すきっかけになる。人や

モノの移動に関するニーズをきめ細やかに

充足することで、「所有」の概念は変わって

いくだろう。

データが可能とする新しい収益モデルの

創出やMobility社会の実現は、一社の力で

どうにかなるものではない。業界内での仲間

づくりに加え、業界を跨いだ「クロスセクター」

の活動が必須となる。ITジャイアントによって

経験値を蓄積している米国、国や自治体を

挙げてMobility革命を推し進める欧州諸国、

積極的に規制改革をリードする中国などに

比して、周回遅れと言える日本。デファクトスタ

ンダード戦争に敗れてきた歴史と同じ轍を

踏んではならない。

IoT端末としてのクルマ

こうしたMobilityの「エコシステム構築」と

もいうべき変革と再編の中で、自動車業界は

どのように立ち振る舞うべきであろうか。目下、

多くの自動車メーカー／サプライヤーが「モビリ

ティーカンパニー」への変革を謳い、変化に対

応すべく活動している。しかしながら、ビジネス

モデルが転換点を迎えようとしているなか、依

然として「メーカー」のポジションから脱却しき

れていない企業も多い。一部のTier1サプライ

ヤーが持つ危機感には独特の「緩さ」もある。

ところで、「C」で表される「Connected car」

という概念は、クルマという高度な工業製品が

インターネットに繋がることで「より便利に

なる」という響きを伴う。これは、かつて携帯

電話がインターネットに繋がって、電話に

「新しい機能が追加される」という文脈と似て

いる。現在のクルマはまさに芸術の域にまで

昇華された総合ロボットであり、外にあるネット

ワークに繋がることでさまざまな付加価値が

提供されるようになる、というメッセージだ。

残念なことに、現在の自動車業界の中枢に

いる経営層の一部は、ウェブ／デジタル企業や、

モバイル／テック企業のビジネスモデルを熟知

していない。先進国の新車はすべてインター

ネットに繋がり2030年までに10億台を超える

新たな「動く大きなスマホ」ネットワークが

構築される。この基盤でどのようなビジネス

が展開可能なのか。

TVや音楽業界がデジタル企業に飲み込ま

れた経緯と教訓を踏まえ、クルマを「IoT端末」

として捉える発想が必要である。自動車販売

は、その一部でしかない。

メタルスミスとグリッドマスター

さらに、この10年間で自動車メーカーとサプ

ライヤーが相対的に失ったポジショニングを

直視すべきである。もはや自動車業界は、

「買収される側にある」という認識を持つことが

必要だろう。たとえば、2018年時点において、

ウェブ／デジタル企業の保有キャッシュは、

自動車メーカー／サプライヤーの4.9倍にも

達する。時価総額では10倍だ。わずか10年で、

自動車メーカーとサプライヤーはMobility

エコシステムにおける王者のポジションから

すっかり陥落してしまった。

もちろん、既存の自動車業界がモノづくり

においてその優位性を失ったわけではない。

さらに、先読みに長け、伝統的ビジネスに安

住しなかった経営者たちは、こうした変化に

対する備えを怠ってはいない。欧州系の一部

のサプライヤーは、Mobility社会を見越した

技術ベンチャーへの投資、地産地消を見越し

た地場メーカーの買収、デファクトプラット

フォーム構築のための異業種企業との提携

など、着々と進めている。日本企業はここでも、

出遅れた状況だ。

数十年後、Mobilityの世界が実現したとき、

自動車産業のプレーヤーは二分されている

自明だ。M&Aの世界でも、「買収する

リスク」よりも「買収しないことのリスク」

が喧伝されるようになった。しかるべき

タイミングで投資をしないこと自体が、

将来的に大きなリスクとなりえると

いうことだ。Now or never（やるなら今、

さもないと機会は二度と来ない）と心

得るべきだろう。

将来を正確に読むのは困難である

が、思いがけず早期に到来するであろう

Mobility社会において、「M&Aが経営

の必須科目になる」のは確かである。

これまで数多くの日本企業のM&Aを

サポートしてきた立場から言えば、歴史

的に枠組みが強かった業界ほど、異業

種とのM&Aが不得手だ。日本の基幹

産業である自動車産業には、過去の

成功体験に固執することなく、これか

らもすそ野の広い幾多の産業をリード

してほしい、そんな期待を込めたエール

を送りたい。

Metalsmith Gridmaster
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